アップル対島野製作所 優越的地位の濫用?
アップルのパソコン用部品を製造してきた中小企業が、アップルを訴えたという事件。
週刊現代2014年11月15日号に、本件に関する記事が掲載されています。
パソコン用の電源アダプターの接合部分に使われる「ボゴピン」を製造してきた島野製作所が、アップルを独禁法違反と特許権侵害で訴えた。
2007年から取引を開始したが、2012年、ピンの発注が激減した。島野製作所側によると、これは、アップルが他のメーカーに類似品を製造させたから、という。
アップル・島野製作所の両社間には、類似品の開発を行わないという合意があった。
島野製作所によれば、島野独自の技術が、アップルから他のメーカーに流出した疑いがあるが、アップルは「設計図が違うから、合意違反にはならない」としている。
なお、アップルは、「秘密保持契約」（Non-disclosure agreement＝NDA）を結ばないのが通例だという。他社の秘密の技術と同じものを、社内のチームが手がけているおそれがあるから、というのが理由だが、この理由でNDAを拒否できるのはアップルだからであろう。
島野製作所の独禁法違反の主張とは、上記アップルの行為が優越的地位の濫用に当たるということであろう。
大企業からの大量の発注に具えて設備投資していた中小企業が、急に発注を激減されば、経営悪化に陥り、大幅値引きに応じるか倒産するかの選択になる。いわゆる「ホールドアップ」として、昔から説かれてきた典型事例である。
しかも発注激減の原因が、アップルが当該技術を流用して、他のメーカーへ乗り換えたことにあるとすれば、優越的地位の濫用に当たると解されるであろう。
問題は、アップルが当該技術を流用したことにつき、原告に何を立証するかを要求するかであろう。原告側にすべてを立証させようというのは、無理な要求であり、島野製作所の技術と、乗り換えた先のメーカーの技術を比べて、流用の可能性が高いという蓋然性で足りる、と解すべきではないかとも思われる。
なお、私の個人的経験であるが、中小企業を経営する知人が、ビール・メーカーによる同様の行為によって被害を受けて、倒産の危機に瀕し、私のアドバイスにしたがって、公取委に相談したところ、「これは私人間の紛争ですから、公取委では扱いません」、との返答を受けたという。これは、たまたま相談を受けた職員の考え方であろう。独占禁止法における「優越的地位の濫用」は、取引両当事業者間の優越的地位に起因する濫用行為を規制しようというものだからである。ただし、公取委には、どのような事件を取り上げるかについて一定の裁量があり、「行為の広がり」がみられない事件を取り上げないとすることもできる。しかし、理論的には、2者間の紛争であっても、「優越的地位の濫用」に当たることがあり得る、と解される。
アップル・島野製作所間の上記事件については、おそらくアップルは同様の行為を他の下請メーカーに対し行っていると想像されるが、そのことを島野製作所が立証しないと、「優越的地位の濫用」には当たらないとするのは、あまりに不当な解釈であろう。
